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パテントのトロール

　トロールは、古代の北欧神話にでてくる怪
物です。最も一般的な「トロール」のイメー
ジによると、トロールは洞窟の奥底に住み醜
くて汚く危険な怪物です。たまに人間と関わ
るときには、トロールはものを盗んだり喧嘩
を売ったりするのです。一言で言えば、望ま
しくない迷惑な鬼です。
　一方で、北欧神話においても様々なバージ
ョンのトロールがあり、巨大で美しい人間っ
ぽい怪物というイメージも実はあるのです。
しかし近年では、「トロール」という単語か
らは、巨大で美しい印象は生じず、醜く迷惑
なイメージばかりとなっています。
　「パテント・トロール」も同じように、一
般的には悪い印象を与える存在です。法律上
はっきりした定義はありませんが、「パテン
ト・トロール」は、実施・販売するつもりが
ないのに特許を買い、侵害している疑いのあ
る会社や人をやたらめったらに訴えて、訴訟
が終わる前に和解でお金を得ようとする「醜
くかつ汚い危険な怪物」のように扱われるこ
とが多いです。
　しかし、米国連邦巡回控訴裁判所のレーダ
判事は、持っている特許の範囲より極端に広
い権利を主張しながら訴訟を行うものが「問
題のあるトロール」だと述べています。この

「問題のある」という修飾語が「トロール」
の前に付いているということは、「トロール」
と呼ばれる原告のすべてが悪いというわけで
はない、という意見が含まれているように読
み取れます。
　そのレーダ判事を中心とする著者らが、パ
テント・トロールの活動を制限するための方
法を提案する論説を今年の６月、New York 
Timesに発表しました。その記事によると、

パテント・トロールがもたらす正当性のない
訴訟が原因となって次のような問題が起こっ
ています：⑴新しい発明の創作活動が阻害さ
れる、⑵会社にも消費者にもコスト負担を増
加させる、⑶訴訟が多くなりすぎて裁判が遅
くなる。
　米国での昨年の侵害訴訟は約4,700件で、
そのうちパテント・トロールによるものが過
半数を占めたそうです。上記記事によると、
トロールにとっては訴訟は被告側ほどお金が
かからないチャレンジです。また、トロール
は自分では商品を売っていないので、被告側
は自分の特許を使って反訴できません。さら
に、トロールのビジネスは訴訟なので、会社
としての評判（自分の商品が売れなくなるな
ど）の心配は不要です。また、ほとんどのト
ロールは成功報酬型で弁護士を雇うため、訴
訟費用に関する経済的なリスクがとても小さ
いのです。これらの事情を考慮すると、成功
する確率が低い場合でもトロールがどんどん
提訴するのは当然だと思えてきます。
　そこでレーダ判事らが提案したのは、パテ
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ント・トロールに訴訟費用の負担をかけさせ
ることです。Patent Actの285条とFRCPの
ルール11とに則って、不正な訴訟を行う原告

（トロール）に費用負担をさせるべきだとい
うのです。不正な訴訟とは何かは一概には決
まらないのですが、たとえば、原告の会社
が、その特許の技術に基づいて商品を作った
会社を訴えずに、その商品を使っている消費
者だけを訴えたような場合があります。ま
た、原告が多数の会社を訴えて、すぐ和解を
オファーするような場合もあります。
　レーダ判事らの上述の記事が公開されたの
とほぼ同時期に、オバマ大統領がパテント・
トロールを束縛するための行政命令を出しま
した。その中に、たとえば、特許庁に向けた
命令として、請求項の範囲が広くなりすぎな
いように気をつけましょうとの忠告がありま
す。しかし、多くのトロール訴訟は、特許の
有効性が裁判で具体的に争われるはるか手前
で、和解によって終結しているため、これで
はトロール退治にはならないように思えま
す。オバマ大統領の命令がその目的を果たせ
るかどうかはかなり疑わしいです。
　上述のような否定的意見とは逆に、トロー
ルに好意的な意見もあります。たとえば、ト
ロールが手伝うことで、特許を持っている経

済的弱者（たとえば個人や中小企業）も訴訟
に参加できるようになり、大きな会社と正面
から戦って自らの権利を主張することが可能
になります。また、証券ディーラーが証券市
場に必要なのと同様に必要な存在であると考
えることも可能です。
　パテント・トロールを否定的にとらえるの
と、肯定的にとらえるのと、どちらが正しい
のか？ひとつ確実に言えることは、「不正」
な訴訟については、提訴した側が罰せられる
べきであるということでしょう。昔からある
この考え方は、Patent Actの285条とFRCP
のルール11とに則って実現可能です。他の訴
訟と異なる扱いをする必要は特にはないので
す。パテント・トロールが行う訴訟は、和解
で終わることが多いのですが、こうすること
で、和解にたどりつく前に「不正」が証明さ
れたなら、それはトロールの負けとなります
から、パテント・トロールによる濫訴の減少
につながると思います。
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